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世界の人々のためのJICA基金活用事業
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１．世界の人々のためのJICA基金活用事業

国内の非営利法人が実施する開発途上国・地域における貧困削減や人々の生活改
善・向上に直接的に貢献しうる活動をJICAとの「共同事業」と位置づけ、それぞれ
が責任を持って実施する事業です。

２．対象とする活動
・提案団体が途上国で２年以上にわたり直接実施している以下の事業活動を対象

開発途上国・地域における貧困削減や人々の生活改善・向上に
直接的に貢献しうる途上国現地での事業

３．応募要件資格
・日本国内を拠点とする法人格を有する非営利団体
・草の根技術協力事業（JICA事業）及びＮＧＯ連携無償資金協力事業（外務省事業）の採

択実績がない団体等

４．チャレンジ枠（2019年度から）
・国際協力活動実績が２年未満（活動準備中を含む）の団体が対象
・活動の計画・実施・評価の支援を行う伴走支援者をJICAが配置し、計画策定時および事
業実施中四半期ごとにコンサルテーションを実施



新制度について

従来 2021年度募集～

課題 メリット

事業主管 国内事業部
コンサルテーショ
ン・モニタリング
サポートが限定的

国内拠点

地域団体との連携
促進

よりコミュニケー
ションをしやすい
環境へ

採択件数 約10件
採択できる件数に
限りがある

約20件
（2021年度実
績：16件）

採択件数増加

・より広くNGOの皆様に関心を持って頂ける、使いやすく柔軟な制度に
・契約業務（実務）も簡素化
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JICA基金活用事業 新旧制度比較表

項目 旧制度 新制度

団体・ＪＩＣＡ間の
合意方法

業務委託契約書の締結 覚書の締結

事業規模
１００万円を上限とした１年間の
事業

団体が現地で実施する活動（規
模は任意）における一部

経費負担範囲
事業実施にかかる直接経費及
び間接経費（上限１０％）

現地活動にかかる直接経費のう
ち、第三者による領収書が発行
できるもの

経費積算方法
経費内訳書において個々の経
費を積算し、見積書を作成

覚書において費目ごとの概算額
を積算、見積書不要

支払方法
通常枠：四半期概算払い
チャレンジ枠：四半期確定払い

両枠共通：四半期確定払い

四半期報告
「業務進捗報告書」及び「支出
状況報告書」の提出

「支出状況報告書」のみ提出
活動報告は任意

証憑（領収書）
団体名で取付けを行い、団体に
て１０年保管

団体名で取付けを行い、ＪＩＣＡに
て１０年保管

活動中の経費内訳等
の変更

事前にＪＩＣＡに通知し、打合簿
の取り交わし

事前にＪＩＣＡに通知、打合簿不要
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中部地域の事例
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中部地域の事例
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